２００８年度　県予算に対する当面の重点緊急要求

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００８年１月１８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党　県議会議員　辻恒雄

（福祉・保健部）

1 乳幼児や重度心身障害者などの福祉医療公費助成制度について、広島市への補助廃止は絶対に行わないこと。県内人口の４割を超える広島市への補助率の引き下げおよび廃止は、多くの県民から歓迎されているこの制度の存続自体を危うくするものです。

2 乳幼児医療費の一部負担をなくして完全無料にするため、県の助成を行うこと。
3 障害者自立支援法に基づく事業は国によって見直されたとは言え、なお障害者とその家族に厳しい負担を押し付け、将来への不安を募らせています。国の見直し施策をすべて実施するとともに、県として障害者の利用料や食費、送迎の交通費の負担、施設への補助などに上乗せの補助を実施してください。

4 小児医療や小児救急医療体制の充実に支援を強めてください。とりわけ、特別の小児救急医療体制がない行政区をなくすための県の支援の強化を求めます。

5 産科医療の後退が一層深刻を増しています。子育てをしようにも子ども自体が産めない自治体が県内に広範に生まれています。お産ができない自治体をなくすために、直接医療機関に補助するなど奨学金以外の施策を充実させ、かつ、医師確保対策事業を積極的にすすめること。

6 市町の国保会計に医療保険者負担軽減のため、独自の助成を行うこと。

7 後期高齢者医療制度の08年4月実施を中止するよう国に求めること。

（教育）
8 県立生涯学習センターを09年4月に県情報プラザに移転させる方針を撤回し、現在の場所で存続させること。夜間の利用も再開させ、県民が学習・集会をひらく場所を充実させて下さい。
9 私学振興補助金の削減は中止し、生き生きと学べる環境をつくるためにいっそうの増額を進めてください。

10 教職員の定数未充足解消をはかるために、常勤の教職員を大幅に増やすこと。

11 定数法の見直しを国に求め、教員の大幅増で中学校での無免許教科担任を解消すること。

12 教職員の健康管理をすすめ、超過勤務の解消に努めること。

（都市・土木）

13 広島都市高速５号線は、広島空港までわずか７分短縮するのに１千億円の巨費がかかるムダな公共事業です。建設を中止すること。

14 鞆港の埋立て架橋は、水面埋立ての排水権の全員同意が取れず、地元住民の生活環境の悪化と歴史的文化遺産の破壊など重大な汚点を残すものです。事業計画そのものを中止し、埋立て関連予算は削除すること。

15 緑資源機構の廃止に伴い県へ事業を要請されている細見谷畦畔林部分を含む大規模林道整備は行わないこと。

(商工・労働)

16 若者と労働者の不安定雇用の改善、働くルールの確立を

· いっそうの雇用拡大のためにも、広島労働局などと連携し、違法なサービス残業の根絶、偽装請負の摘発など、労働条件を抜本的に改善できる諸施策を進めること。県として偽装請負やサービス残業を放置する企業名の公表など実効ある措置をとること。派遣、契約、パートなどで働く労働者への差別待遇・格差をなくし、「均等待遇」のルールを確立するよう国に強く働きかけること。

· 大企業がその社会的役割を自覚し、派遣労働やパートなど不安定雇用となっている若者を優先的に正社員としての雇用に切り替えるよう県として働きかけること。
· 若者の雇用実態調査を県として行うこと。
17 中小企業の振興と地域経済の建て直しを

· 県の公共事業の重点を住宅建設や福祉・介護基盤整備など生活密着型に移し、　　分離分割発注を強めて中小企業への発注率をさらに高めること。

· 個人住宅の高齢者対応改造や木造住宅の耐震補強などを進めるためにも、住宅リフォーム助成制度を創設し、いまだに不況にあえぐ中小業者などの仕事確保に努めること。

· 県が発注する軽易な修繕などの小規模工事について、指名参加申請をしていない業者にも受注の機会をさらに積極的に提供するため、小規模工事等契約希望者登録制度を実施すること。

（平和行政）

18 米軍岩国基地への艦載機移転、ＮＬＰ訓練の移転に断固反対すること。関係自治体との連絡協議会を設置し、住民の運動とも協力して、米国と国に白紙撤回を求めること。

（議会）

19 県議の海外視察は、県の財政事情も悪化しているので中止すること。
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